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1 研究背景 

令和 4 年の交通事故死者数は 2,610 人となっている 1．様々な交通安全技術の普及によって交通事故死者

数は減少傾向にあるが，未だに 2000人以上の交通事故死者が毎年発生しており，さらなる交通事故防止や被

害軽減のための技術開発が求められる．状態別交通事故死者数に注目すると，歩行中が 955 人，自転車乗車

中が 339 人となっており，この二つの状態で全件数のおよそ半分となっている．この割合は欧米の主要国と

比較しても大きな値となっており，日本の交通事故死者数の特徴となっている．また，交通死亡事故が発生

する道路に関して，「生活道路」と「その他の道路」での交通死亡事故の減少傾向を比較すると 2，「その他道

路」では平成 23 年以降単調に減少しているものの，「生活道路」では前年比で増加する場合もあり，またそ

の減少割合も鈍いものとなっている．そのため，生活道路における歩行者や自転車との交通事故を防ぐため

の技術開発が必要となる． 

日本の生活道路には以下の様な特徴が存在する． 

 道路幅員が狭い

 大部分の交差点に信号機が設置されていない

 住宅の塀等によって交差点周囲の見通しが悪い

 歩道と車道の分離が行われていない場合が多く，歩行者や自転車と自動車が走行環境を共有している

この様な道路環境は欧米ではあまり見られず，日本特有の交通死亡事故の原因となっている．また，上記の

様に見通しが悪い交通環境では，自動ブレーキなどの交通事故防止システムのトリガとなるセンサが他の交

通参加者を直前まで捉える事が出来ないため，本来の性能を発揮する事が出来ない場合がある．この様な課

題を解決するために，見通しの悪い無信号交差点での潜在的なリスクを考慮した先読みブレーキ技術の研究

が行われている 3．先読みブレーキ技術はセンサで直接観測できない領域の潜在リスクを考慮するために，電

子地図技術を仮想的なセンサとして利用している．そして，見通しの悪い無信号交差点において交差道路か

らの歩行者の飛び出しを想定し，システムがブレーキ制御に介入を行う事で規範的な速度での交差点への接

近を実現している．この様なシステムは事故回避の点では効果があるものの，見通しの悪い無信号交差点に

接近すると必ず強制的な減速が発生するため受容性に一定の課題が存在しており，将来的な普及の点におい

て課題が存在している．そのため，車載システムだけではなく，路側観測システムも併用した技術開発が求

められる．路側観測システムを利用した交通安全技術は ITS の分野において既に研究が進められており，商

用化もなされているが，路側観測システムが設置されている交差点が一部の都市周辺に限定されており，実

際にはほとんど普及していないのが実情となっている．この原因として，現在の路側観測システムが自動車

に特化したシステムとなっており，自動車以外では便益が得られないため，コストパフォーマンスが低い事

があげられる．そのため，今後は自動車以外の交通参加者も利用可能な多目的汎用センサネットワークを想

定した技術開発が求められる．より具体的には，近年注目されているスマートシティの情報資源を活用する

事が既存課題解決の糸口となる．この様な多目的汎用センサネットワークは，コストパフォーマンスの点に

おいて利点があるものの，交通事故防止のために専用設計されたわけではないため，提供される情報の精度

と密度が不十分な事が想定される．そこで本研究では，情報精度と密度を考慮しつつ車載センサと路側観測

システムの情報を統合し，見通しの悪い無信号交差点での交通事故を防止するための技術開発を目的として

定める．

2 開発するシステムの概念設計 

図 1 に本研究で開発するシステムの概要図を示す．都市計画道路で囲まれた住宅街を基本単位とし，その

住宅街毎に交通参加者の移動情報を統合するモビリティ情報基盤を設置する事を考える．そして，この住宅

街内の生活道路を移動する各交通参加者が保有するセンサや，交差点近傍に設置された路側観測システム
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（Roadside unit，以降 RSUと記載する．）で観測される情報をモビリティ情報基盤に送信する．これらの観

測情報は各センサによってその信頼度が異なる事が想定される．例えば，精度の良い RSU の観測情報はその

観測誤差が 0.1m 程度となる事が想定されるが，歩行者や自転車利用者が保有するスマートフォンレベルの

GNSS ではその観測誤差が数メートルとなる事が想定される．RSU が観測可能な範囲は限られているため，精

度の異なる情報を統合し，各交通参加者の位置や速度といった移動情報を推定する機能が必要なる．また，

各交通参加者の推定移動情報を基に，交通参加者同士が見通しの悪い無信号交差点近傍で衝突する可能性を

予測する機能も必要となる．この際に，ベースとなったセンサの観測情報の精度によって，推定される位置・

速度情報の精度も変化する事が想定される．そのため，推定位置情報の精度を考慮しつつ，衝突を予測する

機能が必要となる．そして，衝突が予測された場合にはネットワーク経由で制御介入や警報介入指令を送信

し，事前の減速によって衝突を回避する機能が必要となる．以上を整理すると，本研究では以下の三つの機

能を有するモビリティ情報基盤の開発に取り組む． 

 交通参加者の移動情報の推定機能 

 交差点での衝突予測機能 

 コネクティッド制御介入機能 

図 1：本研究で開発する情報統合システムの概念図 

 

また，本研究で開発する諸システムは最終的には実機・実空間での運用を目指しているが，研究の初期段

階から実機での検討を進める事が効率的ではない部分が存在する．そのため，まずは生活道路での様々な交

通参加者の移動を再現するマルチエージェントシミュレータを構築し，その中で再現された移動情報を用い

て上記の諸機能の開発と評価を進める事とする．具体的には，ROS を活用してシミュレータと諸機能のモジ

ュールを構築し，将来的な実機検証において諸機能のモジュールがそのまま転用できるような枠組みでの実

装をすすめる． 

3 住宅街環境の交通参加者の移動を模擬するシミュレータの開発 

3-1 車載センサと路側センサの情報を統合した位置推定機能 
図 2に本研究で想定走行環境として選定した千葉県柏市柏の葉 1丁目と 2丁目の住宅街の航空写真を示す

4．この住宅街は周囲をバスが走行する中規模の道路（中央線の存在する片側 1車線の道路）で囲まれており，

住宅街内部は道路区画線のない対面交通の道路となっている．内部の生活道路の交差点には信号機は設置さ

れておらず，住宅街の塀等によって見通しも悪くなっている．この様に，本研究が想定する生活道路の要件

を満たしているため，当該住宅街を検討対象として設定した． 
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図 2：本研究で検討対象として設定した柏の葉 1丁目と 2丁目の住宅街 

 

図 3 にシミュレータ内に再現した当該エリアの道路ネットワークの様子を示す．走行環境を規定するデジ

タル地図としては，過去に開発した LeanMAPの仕様を拡張したものを実装した 5．この走行環境内において，

交通参加者の移動を再現するエージェントモデルを実施した．具体的には，歩行者・自動車・自転車・パー

ソナルモビリティの 4 つの交通モードを実装し，それぞれが設定された経路を自律的に移動する機能を実装

した．また，各交通参加者の計算された移動情報を真値として，その値に正規分布を仮定した誤差を加えた

ものをセンサ観測値として出力する模擬センサ機能も実装した．各センサはそのセンサの性能諸元に応じた

誤差を設定しており，例えば LIDAR の位置観測誤差は N(0.0, 0.12)として設定しており，低精度な GNSS に

ついては N(0.0, 4.22)として設定している．そして，これらで観測された位置の時系列情報を基に，速度や

移動方位の計算も行っている． 

 

 

図 3：シミュレータ内部に再現した道路ネットワークの様子 
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3-2 本研究におけるシミュレーションの比較条件 
本研究ではまずは初期的な検討を進めるために自動車と自転車利用者の出会い頭事故を題材として，各種

の検討を進める．また，車載センサの観測情報による位置推定や衝突予測等をベースラインとし，RSU によ

る観測情報が加わった際に各種機能がどの様に性能向上するかの比較を目的とする．これらの検討を基に，

シミュレータでは以下の共通シナリオと比較のための 3条件を設定した． 

共通シナリオ：N4 から N13 に向けて自動車が走行しており，N1 から N12 を経由して N13 に向けて自転車が

走行しており，両者が N13で出会い頭事故を起こす．自動車は GNSS情報と CAN情報を提供し，自転車は GNSS

情報のみを提供する． 

条件 1：各交叉点に RSUを設置しない． 

条件 2：N13には RSUを設置せず，N4，N12に観測範囲の狭い RSUを設置する． 

条件 3：N13に観測範囲の広い RSUを設置する． 

図 4に共通シナリオとなる N13近傍の道路ネットワークを示す．また，図 5に条件 2で設置された RSUの観

測範囲を示し，図 6に条件 3で設置された RSUの観測範囲を示す．なお，図 5及び図 6中に示された水色の

円が各 RSUの観測範囲となっている．条件 1はベースラインとしての条件設定であり，条件 2と条件 3は RSU

による観測条件の疎密を議論するための比較条件として設定した． 

 

 

図 4:共通シナリオとなる N13近傍の道路ネットワークの様子 

 

 

図 5:条件 2で設置された RSUの観測範囲 
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図 6:条件 3で設置された RSUの観測範囲 

4 車載センサと路側センサの情報を統合した衝突回避システムの開発 

4-1 車載センサと路側センサの情報を統合した位置推定機能 
各センサの観測情報を基にした位置の推定を行うために，拡張カルマンフィルタ（以降，EKFと記載する）

を利用した位置推定機能を開発した．各交通参加者の状態量 X と制御入力 U は以下の式(1)と(2)の様になっ

ている． 

𝑿𝑿 = �

𝑥𝑥
𝑦𝑦
𝜃𝜃
𝑣𝑣

�    (1) 

𝑼𝑼 = �𝛾𝛾𝑎𝑎�    (2) 

なお，x及び yは平面位置座標，θは方位角，vは進行方向速度，γはヨー角速度，aは進行方向加速度を示

す．また，時間更新に関しては式(3)に示すように，比較的シンプルな線形移動予測を採用した． 

𝑿𝑿 = �

𝑥𝑥 + 𝑣𝑣 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ cos (𝜃𝜃)
𝑦𝑦 + 𝑣𝑣 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ sin (𝜃𝜃)

𝜃𝜃 + 𝛾𝛾 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑣𝑣 + 𝑎𝑎 ∙ 𝑑𝑑𝑑𝑑

�  (3) 

そして，観測更新に関連する式を式(4)～(8)に示す． 
𝑷𝑷 = 𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝑇𝑇 + 𝑩𝑩𝑩𝑩𝑩𝑩𝑇𝑇   (4) 
𝑺𝑺 = 𝑯𝑯𝑯𝑯𝑯𝑯𝑇𝑇 + 𝑹𝑹   (5) 
𝑲𝑲 = 𝑷𝑷𝑯𝑯𝑇𝑇𝑺𝑺−1   (6) 
𝑿𝑿 = 𝑿𝑿 + 𝑲𝑲(𝒁𝒁 −𝑯𝑯𝑯𝑯)  (7) 
𝑷𝑷 = (𝑰𝑰 − 𝑲𝑲𝑲𝑲)𝑷𝑷(𝑰𝑰 − 𝑲𝑲𝑲𝑲)𝑇𝑇 + 𝑲𝑲𝑲𝑲𝑲𝑲𝑇𝑇 (8) 
なお，Pは予測誤差共分散行列を，F は状態遷移行列を，B は制御入力の誤差共分散行列を，Q はプロセスノ

イズ行列を，S は観測予測誤差共分散行列を，H は観測モデルのヤコビ行列を，R は観測誤差共分散行列を，

K はカルマンゲインを示す，Z は観測値を示す． 

図 7～9に条件 1～3で観測された情報を基にした，自転車の移動情報の推定結果の一例を示す．各図にお

いて，一段目は x座標の推定値，二段目は y座標の推定値，三段目は方位角の推定値，四段目は速度の推定

値を示している．また，各グラフにおいて赤線が真値を示し，青線が平均推定値を示し，青色帯部が平均推

定値±2σの領域を示している．全体的な傾向としては妥当な推定結果となっているが，t=15[s]から方位角

の推定については推定結果の遅れが発生している事が確認される．この点については RSU による方位角推定
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に時間遅れが発生している事が要因であり，今後さらなる改善が必要となる．しかし，本研究の主目的は交

差点進入前の衝突予測とそれに基づく衝突回避であるため，交差点内での方位角の誤差や遅れは主目的には

大きな影響が発生しないと想定されるため，本研究ではこの点については今後の課題とし，以降の検討を進

める事とした．また，条件間で推定結果を比較すると，RSUからの情報を活用することで平均推定値±2σの

領域が小さくなっており，推定結果の不確実性を減少させられている事が確認できる． 

 

図 7:条件 1での状態量推定結果   図 8:条件 2での状態量推定結果   図 9:条件 3での状態量推定結果 

 

4-2 推定位置情報を基にした衝突予測機能 
これまでの従来研究では交通参加者間の衝突予測を行うために，TTC（Time to collision）や PET（Post 

Encroachment Time）等の指標が利用されることがある．どちらも時間を基準とした指標となっているため，

分子に位置や距離の次元の変数が配置され，分母に速度が配置される事になる．しかし，図 7～9に見られる

様に，本研究が対象としている交通参加者は比較的移動速度が小さく，また観測される情報の信頼度が低い

事から推定値の分散が大きくなる場合がある事が確認できる．その結果として，分母側に配置される速度の

推定値が 0 に近い値となる事もあり，TTC や PET 等の時間を基準とした指標の安定した算出が難しい事が想

定される．また，TTCや PET等はあくまで平均推定値を利用した決定論的な指標であり，EKFで算出される分

散情報を適切に利用する事が出来ない．これらの理由から，本研究は TTC 等の決定論的な指標を用いた衝突

予測を行うのではなく，EKFで算出される分散情報も併用した確率論的な衝突予測を行う事を考える． 

図 10 に本研究で実装した EKF の分散情報も活用した確率論的な衝突予測のコンセプト図を示す．ある時

点で推定された位置情報を基に，EKF の時間更新のみを継続する事で，将来の位置の推定を行う．そして，

将来の推定位置の分布に重なりが生まれる場合，その両者は一定時間後に衝突が発生する可能性があるとみ

なすことが出来る．この手法は，以下の二つの利点が想定される． 

１．計算過程において分母に速度を配置しないため，低速時に算出された指標が不安定になりにくい 

２．位置の平均推定値と分散情報の両方を利用するため，推定結果の確率論的な情報を適切に利用する事が

出来，衝突が予測されるものの実際にはその確率が低い場合には，その様な結果が算出されることが期待で

きる． 
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この様な想定される利点を踏まえて本研究ではこの手法を利用する事とした． 

 

 
図 10:EKFの時間更新による衝突予測のコンセプト図 

 

EKFによる推定値情報は x座標と y座標の平均推定値𝜇𝜇𝑋𝑋，𝜇𝜇𝑌𝑌とそれらの分散値𝜎𝜎𝑋𝑋，𝜎𝜎𝑌𝑌，及び相関係数ρで表

現される．また，ある座標 x,yにおける 2自由度正規分布の確率密度関数はこれらの値を用いて以下の式(9)

の様に表現される． 

𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑥𝑥,𝑦𝑦) = 1
2𝜋𝜋𝜎𝜎𝑋𝑋𝜎𝜎𝑌𝑌�1−𝜌𝜌2

𝑒𝑒
�− 1

2�1−𝜌𝜌2�
��𝑥𝑥−𝜇𝜇𝑋𝑋�

2

𝜎𝜎𝑋𝑋
2 +�𝑦𝑦−𝜇𝜇𝑌𝑌�

2

𝜎𝜎𝑌𝑌
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そして，交通参加者間の衝突予測確率，すなわちある将来時刻における空間の同時占有確率はそれぞれの確

率密度関数𝑓𝑓1(𝑥𝑥,𝑦𝑦)と𝑓𝑓2(𝑥𝑥,𝑦𝑦)を用いて，以下の式(10)の様に表現される． 

𝑃𝑃 = ∬∬𝑓𝑓1(𝑥𝑥,𝑦𝑦) ∙ 𝑓𝑓2(𝑥𝑥,𝑦𝑦)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑     (10) 

しかし，上記の式(10)の厳密な計算は計算コストが大きく，実用的な利用が難しいことが考えられる．そこ

で，本研究では空間を格子に区切る事で式(10)を式(11)の様に近似する事を考える． 

𝑃𝑃 = ∬∬𝑓𝑓1(𝑥𝑥,𝑦𝑦) ∙ 𝑓𝑓2(𝑥𝑥,𝑦𝑦)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 ≈ ∑ ∑ 𝑓𝑓1(𝑥𝑥𝑐𝑐 ,𝑦𝑦𝑐𝑐)𝛥𝛥𝑆𝑆𝑦𝑦𝑥𝑥 ∙ ∑ ∑ 𝑓𝑓2(𝑥𝑥𝑐𝑐 ,𝑦𝑦𝑐𝑐)𝛥𝛥𝑆𝑆𝑦𝑦𝑥𝑥  (11) 

また，交差道路を移動する交通参加者同士が実際に出会い頭を起こすのは交差点であるため，交差点内の格

子に限定して上記の総和計算を行う事を考える．なお，この計算で計算される確率は，厳密には衝突の確率

ではなく同時に交差点内に存在している確率となるが，交差点に同時進入する事が出会い頭事故の原因であ

ると考え，同時に交差点に進入する確率をもって将来の衝突予測確率と見なす事とした．以上が本研究で実

装した確率的な衝突予測手法の概要であり，実際には以下の様な実装によって計算を行っている． 

1. EKFによって交通参加者の現在の位置の推定を行う． 

2. EKFの結果を利用し，時間更新によって 0.1秒先から 5.0秒先まで 0.1秒毎の将来位置の推定を行う 

3. 各交通参加者の前方の交差点に対して格子を設定し，各将来時点においてその交差点内に存在する確率

を計算する． 

4. 95%確率誤差楕円が含まれる格子に対して，路外逸脱の可能性を無視するために，道路外の格子に位置す

る確率と道路内の格子に位置する確率を計算し，上記 3 で算出された結果に対して正規化を行う事で，

道路内の格子の中で交差点内部の格子に位置する確率を算出する． 

5. 複数の交通参加者に対して，現時点から 5.0秒先の時点までに交差点内に存在する確率をかけ合わせる

事で，各将来時点で同時に交差点内に存在する確率を計算する． 

6. 現時点から 5.0秒先までの時点における確率積の中から最大値を取る時点を抽出し，その値を現時点か

らみた将来の衝突確率と見なし，また最大値となる時点を衝突予測時間とする． 

上記の手順 6で算出される衝突予測時間は TTCに相当する時間指標となるが，この算出課程で分母側に速度

の値を用いていないため，TTCを直接算出する場合に比べると指標の不安定化を防ぐ事が出来る．図 11に条

件 3における自動車側の交差点内の存在確率を，図 12に条件 3における自転車側の交差点内の存在確率を，
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図 13 に条件 3 における両者の衝突確率を示す．横軸が時間軸となり，時刻 0.0 が実際の衝突タイミングと

なっている．また，縦軸はある時点からの予測時間を示しており，コンター図の色によってそれぞれの確率

を示している．また，図 13の結果に対して，時間軸に沿って最大衝突確率と衝突予測時間を算出した結果を

図 14 に示す．自動車側は GNSS 情報，RSU による観測情報と CAN 情報を併用できるため交差点内の存在確率

の分布幅が狭い，すなわち精度の良い予測なっているが，自転車側は GNSS 情報と RSU による観測情報に限

定された位置推定となるため推定精度が少し低くなっている．また，時間更新による位置の推定は基本的に

は分散が増大するため，全体的な傾向としては交差点から離れた地点では算出される衝突確率が小さく，交

差点に近づくにつれて算出される衝突確率が大きくなっていく事が確認できる． 

 

     

      

     

              

 

4-3 衝突予測結果に基づく先読み減速機能 
前節で記載した衝突予測機能によって衝突確率が閾値以上となった場合に，モビリティ情報基盤側から対

処可能な交通参加者に対して警報介入や制御介入の形で減速指示を送信する機能を実装した．「対処可能な

交通参加者」の選定には，単にルールに基づく交通モードの序列だけではなく，モビリティの情報接続性や

推定位置の精度等の様々な要因を考慮すべきであるが，本シミュレーションの範囲内では自動車側が減速を

行う事とした．また，減速指示発信のための閾値としては 0.05を設定し，減速度の算出式は式(12)の様にな

っている． 

図 11: 条件 3における自動車側の 

交差点内の存在確率 

図 12: 条件 3における自転車側の 

交差点内の存在確率 

図 13: 条件 3における自動車と 

自転車の衝突確率 

図 14: 条件 3における 

最大衝突確率と衝突予測時間 
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𝑎𝑎 = 𝑣𝑣𝑡𝑡
2−𝑣𝑣2

2𝐷𝐷
  (12) 

なお，aは減速度を示し，vtは交差点進入時の目標速度，vは現在の速度，Dは現在の交差点入り口までの残

り距離を示す．また，本研究では vtは 10.0km/hとして設定した． 

図 15～17に条件 1～3での衝突回避成功時の時系列の速度と減速度の一例を示す．それぞれの試行におい

て約 20秒以降の部分が減速介入に該当する部分となっている．図に示される様に，条件 1～3の順で減速介

入時の最低速度が増加している事が確認できる． RSUの観測情報の併用によって位置の推定精度や衝突確率

の確からしさが増加し，それによって不必要な減速を減らすことができたと考える．既存研究でも示されて

いる様に不要な減速は受容性の低下につながるため，本研究で提案している手法が既存研究の課題解決に寄

与している事が確認できる． 

 

     

              

 

 

本研究で実装したシミュレータは，センサの出力値として確率的な誤差を含むため，一回の試行では関連

するシステムの性能を適切に評価する事が出来ない．そこで本研究では，各条件においてそれぞれ 100 回の

シミュレーションを実施し，確率的なばらつきを考慮した評価を実施した．表 1に各条件での衝突予測の失

敗回数と出会い頭事故の発生回数を示す．条件 1では 12回の衝突予測の失敗と 70回の出会い頭事故が発生

した．GNSSセンサだけでは位置の推定に誤差が大きく，衝突予測に失敗したり，衝突予測の遅れによって出

会い頭事故が発生している．しかし，RSUの観測情報を併用する事で適切な衝突予測が可能になり，条件 2や

3では衝突予測の失敗回数や出会い頭事故の発生回数がともに 0になっている事が確認できる．また，図 18

に各条件での交差点進入時の速度を示す．図に見られる様に，条件 1～3の順で交差点進入時の速度が高くな

図 15: 条件 1における速度と減速度 図 16: 条件 2における速度と減速度 

図 17: 条件 3における速度と減速度 
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っており，不要な減速を減らすことが出来ている事が確認できる．また，そのばらつきも小さくなっており，

制御の安定性という観点でも RSUの観測情報が貢献している事が確認できる． 

 

表 1:各条件での衝突予測の失敗回数と出会い頭事故の発生回数 

 

 

 

図 18:各条件での交差点進入時の速度 

 

上記の結果を踏まえると，不要減速を最小化するという観点では条件 3 の様に全ての交差点に強力な認識

性能を有する RSUを設置する事が望ましい事になるが，実際には RSUの整備コストの点から実用化に向けて

課題が発生する事も考えられる．この観点からさらに考察を進めると，条件 2 の結果はさらなる検討の余地

を示唆する．条件 2 では出会い頭事故の発生が想定される交差点近傍での観測情報を用いて，対象交差点で

の出会い頭事故の発生を防止している．衝突予測の失敗回数や出会い頭事故の発生回数は条件 3 と同じく条

件 2でも両方とも 0となっている．また，交差点進入速度に関しては条件 2の結果は条件 3の結果よりも劣

るものの，条件 1と比較すると不要減速を抑制出来ている事が確認出来る．すなわち，車載情報と RSUの観

測情報を統合し，それらを確率的に取り扱う事で，全ての交差点に強力な RSU を設置しなかったとしても，

一定の交通事故防止効果が見込まれる事が分かる．そして，条件 2は条件 3よりも RSU整備コストの点にお

いて実用化に向けたメリットが存在する．この様な点において条件 2 の様な疎な観測条件は優位性が部分的

には確認されるものの，本研究はあくまで疎な RSU配置に関する一条件での検討に留まっている．そのため，

今後はどの様な性能の RSU をどの様に配置する事によって，この様な不完全観測条件でも交通事故防止効果

が表れるかについてさらなる検討が必要となる． 

5 結論 

本研究では生活道路での出会い頭事故防止を目的として，生活道路の各種情報を統合・利活用するモビリ

ティ情報基盤の研究に取り組んだ．まず，様々な交通参加者の移動とその際の観測情報を模擬するシミュレ

ータを開発し，その後モビリティ情報基盤の開発に取り組み，以下の機能の実装と評価を行った． 

 交通参加者が保有するセンサ情報と路側センサの情報を統合し，各交通参加者の位置を推定する機能 

 5秒程度先までの位置の予測から出会い頭事故の発生を確率的に予測する機能 

 交通参加者の位置予測結果に基づいて知能化モビリティに先読み減速制御指令を発する機能 
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さらに，千葉県柏市に実在する生活道路をモデルケースとし，三種類の RSU 設置条件を設定した上で，衝突

予測性能の比較と先読み減速制御介入の効果評価を行った．その結果として，強力な RSU を設置した条件で

の交通事故防止効果が確認されるとともに，ある程度疎な観測条件でも一定の交通事故防止効果が確認され

た．今後は実用化に向けて実機実空間での機能検証を行うとともに，疎な観測条件での実現可能性に関する

さらなる検討が必要となる． 
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